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(54) Title: STEAM INJECTOR AND HEAT PUMP DEVICE

(54) 発 明の名称 ：蒸気 ィ ンジ X ク タお よび ヒー トポ ンプ装置

(57) Abstract: A steam injector provided with: an introduciion part which intro
duces a liquid flow of a refrigerant and a steam flow of the refrigerant; a mixing part
which has a shape with an interior cross-sectional area decreasing in the direction of
movement of the liquid flow, and forms a refrigerant flow by mixing the jet-like l i
quid flow and the steam flow therein; a throat part which i s formed on the output
side of the mixing part; and a diffuser part which has a shape with an interior cross -
sectional area increasing fi m the throat part in the direction of the movement of the
remgerant flow, and discharges the reirigerant flow with an increased pressure fiOm
a discharge section, wherein the interior cross-sectional area of the throat part i s a
cross-sectional area smaller than a critical cross-sectional area at wmch the dis
charge pressure of the refrigerant flow discharged fiOm the discharge section of the
diffuser part nonlinearly increases when the interior cross-sectional area of the
throat part i s reduced.

(57) 要約 ： 冷媒の液流 と前記 冷媒の蒸 気流 とを導 入す る導 入部 と、
前記 液流 の進 行 方 向 に向か つて 内部 断面積 が縮 小す る形 状 を有 し、
内部 に おいて噴流 状 の前記 液流 と前記蒸 気流 とを混合 して冷媒流 を
形 成 す る混 合 部 と、前 記 混 合 部 の 出 力側 に形 成 され た ス ロー ト部
と、前 記 ス ロー ト部 か ら前記 冷媒流 の進 行方 向に向か って 内部 断面
積 が拡 大す る形 状 を有 し、圧 力が高 め られ た前記 冷 媒流 を吐 出部 か
ら吐 出す るデ ィフユ一ザ部 と、 を備 え、前記 ス ロー ト部 の 内部 断面
積 は 、前 記 ス ロー ト部 の 内部 断 面 積 を減 少 させ た と き に前 記 デ ィ
フューザ部 の 吐 出部 か ら吐 出 され る前記 冷媒流 の 吐 出圧 が非線 形 的
に増加 す る臨界 断面積 よ り小 さい断面積 で ある蒸 気 イ ンジ ェク タ。
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明 細 書

発 明 の名称 ：蒸 気 イ ンジ ェクタお よび ヒー トポ ンプ装 置

技 術分 野

[0001 ] 本 発 明 は、 蒸 気 イ ンジ ェクタ お よび これ を用 いた ヒー トポ ン プ装 置 に関 す

る もの で あ る。

背景技 術

[0002] 従 来、 ェ ジ ェクタ を用 いた冷 凍 サ イ クル が 開示 され て い る （例 え ば特 許 文

献 1 、 非 特 許 文献 1 参 照 ）。 この冷 凍 サ イ クル で は、膨 張 弁 を用 いた冷 凍 サ

ィ クル にお いて は膨 張 弁 で渦 と して損 失 して いた エ ネル ギー を、 ェ ジ ェクタ

に よ リコ ン プ レッサ の仕 事 と して 回収 す る こ とに よ り、 C O P を向上 させ た

高効 率 冷 凍 サ イ クル が実現 され て い る とされ て い る。

[0003] — 方、 小 型 の蒸 気 イ ンジ ェクタ と して、 ス ロー 卜部 の 内径 が 6 . O m m の

もの が 開示 され て い る （例 え ば非 特 許 文献 2 参 照 ）。 この蒸 気 イ ンジ ェクタ

に よれ ば、 入 力 され た蒸 気 の圧 力 と比 較 して よ り高 い吐 出圧 が得 られ て い る

先行技 術 文献

特許 文献

[0004] 特 許 文献 1 ：特 許 第 3 2 1 9 1 0 8 号 公報

非特 許 文献

[0005] 非 特 許 文献 1 ：武 内他 、 「世 界 初 ェ ジ ェクタサ イ クル 冷 凍機 の 開発 」、 デ ン ソ

—テ クニ カル レビュー、 v o 1 4 ( 2 0 0 9 年 1 2 月）、 第 6 5 〜 7 5

頁

非 特 許 文献 2 : Y. Abe e t a し, " Mode deve lopment o f turbu lent d Ί

spers i on force for advanced two - f l u i d mode i n cons i derat i on

of bubb l e- しI qu i d phase i nteract i ons" , Proceed i ngs of the 18th

Internat i ona l Conference on Nuc lear Eng i neer i ng (ICONE-1 8 ) I C

0NE1 8-2951 7, 201 0 .



非特許文献3 ：奈良林他、 「蒸気ィンジェクタの高性能化に関する研究 (第 1

報、作動 メカニズムの定式化 と特性解析 ) 」、 日本機械学会論文集 B 編、第 6

2 巻 第 5 9 7 号、 1 9 9 6 年 (平成 8 年）5 月、第 1 8 3 3 頁

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] ところで、上述 した冷凍サイクル等の ヒー トポンプ装置への応用を考慮す

ると、 C O P 等で表 されるエネルギー効率の向上のために、吐出圧がより高

い蒸気ィンジェクタが求め られている。

[0007] 本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、吐出圧がより高い蒸気ィ

ンジェクタおよび これを用いた ヒー トポンプ装置を提供することを目的とす

る。

課題を解決するための手段

[0008] 上述 した課題 を解決 し、 目的を達成するために、本発明の一態様 に係る蒸

気インジェクタは、冷媒の液流 と前記冷媒の蒸気流 とを導入する導入部 と、

前記液流の進行方向に向かって内部断面積が縮小する形状 を有 し、内部 にお

いて噴流状の前記液流 と前記蒸気流 とを混合 して冷媒流 を形成する混合部 と

、前記混合部の出力側 に形成 されたス口一 卜部 と、前記スロ一 卜部か ら前記

冷媒流の進行方向に向かって内部断面積が拡大する形状 を有 し、圧力が高め

られた前記冷媒流 を吐出部か ら吐出するデ ィフューザ部 と、 を備え、前記ス

口一 卜部の内部断面積は、前記スロ一 卜部の内部断面積 を減少させたときに

前記デ ィフューザ部の吐出部か ら吐出される前記冷媒流の吐出圧が非線形的

に増加する臨界断面積 より小さい断面積であることを特徴 とする。

[0009] 本発明の一態様 に係る蒸気インジヱクタは、前記スロ一 卜部の内部断面積

は、前記スロー 卜部の内部断面積の変化に対する前記冷媒流の吐出圧の変化

を表す曲線の 1 階微分係数が 0 より小さい、 または 2 階微分係数が 0 より大

きい内部断面積であることを特徴 とする。

[001 0] 本発明の一態様 に係る蒸気インジヱクタは、前記スロ一 卜部の内部断面積

をA い 前記導入部 における前記液流の質量流量、流速をそれぞれm w 0、 u w 0



、前記導入部 における前記蒸気流の質量流量、流速 をそれぞれ m s 0、 u

前記ス ロ一 卜部 における前記冷媒流の質量流量、流速 をそれぞれ m い U l 、

前記混合部、前記ス ロー 卜部、前記デ ィフューザ部 における圧力損失係数 を

それぞれ N、 ζ D、前記液流の密度 を P w、前記冷媒流の前記吐出部 に

おける吐出圧 を P D とすると、以下の式 （1 ) が成 り立つ ことを特徴 とする。

[数 1]

D m w - U ) / A + m 0 - U so / A - m -U / l

+ (1- ς Ν )·( ρ · /2)-( ς + ς )·( ρ · 1 /2) ひ）

[001 1] 本発明の一態様 に係 る蒸気インジェクタは前記ス ロ一 卜部の内部断面は円

形であ り、該内部断面の直径 は 2 m m 以下であることを特徴 とする。

[001 2 ] 本発明の一態様 に係 る蒸気インジェクタは、前記内部断面の直径 は 1 m m

以下であることを特徴 とする。

[001 3 ] 本発明の一態様 に係 る蒸気インジェクタは、前記混合部 において、前記液

流が導入される領域の断面積 を A w o、前記蒸気流が導入される領域の断面積

を A s 0 とすると、 A s 0 A w 0 は、 7 以上 3 0 以下であることを特徴 とする。

[0014] 本発明の一態様 に係 る蒸気インジェクタは、前記 A s 0 A w 0 は、 1 0 以上

2 0 以下であることを特徴 とする。

[001 5 ] 本発明の一態様 に係 る蒸気インジェクタは、前記混合部の内部か ら外気に

連通するように形成 された ドレイ ン管 をさ らに備 えることを特徴 とする。

[001 6 ] 本発明の一態様 に係 る蒸気インジェクタは、前記 ドレイン管 には逆止弁が

設 け られていることを特徴 とする。

[001 7 ] 本発明の一態様 に係 る蒸気インジェクタは、前記冷媒は水 または代替 フロ

ンであることを特徴 とする。

[001 8 ] 本発明の一態様 に係 る蒸気インジェクタは、上記蒸気インジェクタである

複数の単位蒸気ィンジェクタと、前記各単位蒸気ィンジェクタの各導入部 に

前記冷媒の液流 および蒸気流のそれぞれを供給するための液流路 ぉよび蒸気

流路 と、 を備 えることを特徴 とする。

[001 9 ] 本発明の一態様 に係 る蒸気インジェクタは、 当該蒸気インジェクタは、一



組の構成部材が接合 して形成されており、前記一組の構成部材のそれぞれに

は、前記導入部、前記混合部、前記スロー 卜部、および前記ディフューザ部

を複数に分割 した形状の溝または穴が形成されており、前記導入部、前記混

合部、前記スロー 卜部、および前記ディフューザ部は、前記一組の構成部材

を接合 したときに前記溝または前記穴によって形成されることを特徴とする

[0020] 本発明の一態様に係る蒸気インジェクタは、前記一組の構成部材は、板状

であって、積層 した状態で互いに接合されており、前記複数の単位蒸気イン

ジェクタのうち少なくとも2 以上が、前記板状構成部材の主表面に沿って配

列していることを特徴とする。

[0021 ] 本発明の一態様に係る蒸気ィンジェクタは、前記板状構成部材の主表面に

沿って配列した前記単位蒸気インジェクタの各前記導入部を連通する流路が

形成されていることを特徴とする。

[0022] 本発明の一態様に係る蒸気インジェクタは、前記一組の構成部材は、板状

であって、積層 した状態で互いに接合されており、前記複数の単位蒸気イン

ジェクタのうち少なくとも2 以上が、前記板状構成部材の積層方向に沿って

配列していることを特徴とする。

[0023] 本発明の一態様に係る蒸気ィンジェクタは、前記板状構成部材の積層方向

に沿って配列した前記単位蒸気インジェクタの各前記導入部を連通する流路

が形成されていることを特徴とする。

[0024] 本発明の一態様に係る蒸気インジェクタは、前記一組の構成部材は、積層

した状態で互いに接合されており、前記複数の単位蒸気インジェクタは、前

記構成部材の積層方向に沿って延在 していることを特徴とする。

[0025] 本発明の一態様に係る蒸気ィンジェクタは、前記一組の構成部材は拡散接

合により接合 していることを特徴とする。

[0026] 本発明の一態様に係るヒー トポンプ装置は、冷媒を圧縮する圧縮器と、前

記冷媒を凝縮する凝縮器と、前記冷媒を蒸発させる蒸発器と、前記冷媒の蒸

気流と、前記冷媒の液流とが導入され、圧力が高められた冷媒流を前記ディ



フユ一ザ部の吐出部から吐出する上記蒸気ィンジェクタと、を備えることを

特徴 とする。

発明の効果

[0027] 本発明によれば、吐出圧がより高い蒸気インジェクタおよびこれを用いた

ヒー トポンプ装置を実現できるという効果を奏する。

図面の簡単な説明

[0028] [ 図1] 図 1 は、実施の形態 1 に係る蒸気インジェクタの模式的な構成図である

[ 図2] 図 2 は、図 1 の導入部および混合部の要部拡大図である。

[ 図3] 図 3 は、蒸気ィンジェクタの作動特性予測モデルを説明する図である。

[ 図4 ] 図 4 は、スロー 卜部の内径と吐出圧との関係を示す図である。

[ 図5] 図 5 は、図 4 に示す曲線の 1 階微分係数を示す図である。

[ 図6] 図 6 は、図 4 に示す曲線の 2 階微分係数を示す図である。

[ 図7] 図 7 は、導入部における蒸気流の圧力と吐出圧との関係を示す図である

[ 図8] 図 8 は、安定動作時および不安定動作時における導入される蒸気流の圧

力および ドレイン管内の圧力を示す図である。

[ 図9] 図 9 は、実施の形態 2 に係る蒸気インジェクタの模式的な斜視図である

[ 図10] 図 1 0 は、図 9 の板状構成部材の平面図である。

[ 図11] 図 1 1 は、図 9 の蒸気インジェクタの要部断面図である。

[ 図12] 図 1 2 は、冷媒の流れを説明する図である。

[ 図13] 図 1 3 は、導入部の別の態様を説明する要部断面図である。

[ 図14A] 図 1 4 A は、変形例 1 に係る蒸気インジェクタの内部構成を説明する

模式図である。

[ 図14B] 図 1 4 B は、変形例 1 に係る蒸気インジェクタの内部構成を説明する

模式図である。

[ 図14C] 図 1 4 C は、変形例 1 に係る蒸気インジェクタの内部構成を説明する



模 式 図であ る。

[ 図 14D] 図 1 4 D は、 変形例 1 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの 内部構成 を説 明す る

模 式 図であ る。

[ 図 15] 図 1 5 は、 図 1 4 B の板状構成部 材 の平 面 図であ る。

[ 図 16] 図 1 6 は、 図 1 4 D の板状構成部 材 の平 面 図であ る。

[ 図 17] 図 1 7 は、 図 1 4 B の板状構成部 材 の斜視 図であ る。

[ 図 18A] 図 1 8 A は、 変形例 2 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの 内部構成 を説 明す る

模 式 図であ る。

[ 図 18B] 図 1 8 B は、 変形例 2 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの 内部構成 を説 明す る

模 式 図であ る。

[ 図 18C] 図 1 8 C は、 変形例 2 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの 内部構成 を説 明す る

模 式 図であ る。

[ 図 18D] 図 1 8 D は、 変形例 2 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの 内部構成 を説 明す る

模 式 図であ る。

[ 図 19] 図 1 9 は、 図 1 8 B の板状構成部 材 の平 面 図であ る。

[ 図20] 図 2 0 は、 図 1 8 D の板状構成部 材 の平 面 図であ る。

[ 図21A] 図 2 1 A は、 変形例 3 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの 内部構成 を説 明す る

模 式 図であ る。

[ 図 2 1B] 図 2 1 B は、 変形例 3 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの 内部構成 を説 明す る

模 式 図であ る。

[ 図 2 1C] 図 2 1 C は、 変形例 3 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの 内部構成 を説 明す る

模 式 図であ る。

[ 図21D] 図 2 1 D は、 変形例 3 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの 内部構成 を説 明す る

模 式 図であ る。

[ 図22] 図 2 2 は、 図 2 1 B の板状構成部 材 の平 面 図であ る。

[ 図23] 図 2 3 は、 図 2 1 D の板状構成部 材 の平 面 図であ る。

[ 図24A] 図 2 4 A は、 変形例 4 に係 る蒸 気 イ ンジ ェクタの構成 を説 明す る模 式

図であ る。



[ 図24B] 図 2 4 B は、変形例 4 に係 る蒸気インジェクタの構成 を説明する模式

図である。

[ 図24C] 図 2 4 C は、変形例 4 に係 る蒸気ィンジェクタの構成 を説明する模式

図である。

[ 図24D] 図 2 4 D は、変形例 4 に係 る蒸気インジェクタの構成 を説明する模式

図である。

[ 図25A] 図 2 5 A は、 図 2 4 B の板状構成部材構成 を説明する模式図である。

[ 図25B] 図 2 5 B は、 図 2 4 B の板状構成部材の構成 を説明する模式図である

[ 図25C] 図 2 5 C は、 図 2 4 B の板状構成部材の構成 を説明する模式図である

[ 図25D] 図 2 5 D は、 図 2 4 B の板状構成部材の構成 を説明する模式図である

[ 図25E] 図 2 5 E は、 図 2 4 C の ノズルの構成 を説明する模式図である。

[ 図26A] 図 2 6 A は、変形例 5 に係 る蒸気インジェクタの内部構成 を説明する

模式図である。

[ 図26B] 図 2 6 B は、変形例 5 に係 る蒸気インジェクタの内部構成 を説明する

模式図である。

[ 図26C] 図 2 6 C は、変形例 5 に係 る蒸気インジェクタの内部構成 を説明する

模式図である。

[ 図26D] 図 2 6 D は、変形例 5 に係 る蒸気インジェクタの内部構成 を説明する

模式図である。

[ 図26E] 図 2 6 E は、変形例 5 に係 る蒸気インジェクタの内部構成 を説明する

模式図である。

[ 図27] 図 2 7 は、 図 2 6 C の板状構成部材の平面図である。

[ 図28] 図 2 8 は、 図 2 6 B の板状構成部材の平面図である。

[ 図29] 図 2 9 は、変形例 6 に係 る蒸気インジェクタの内部構成 を説明する模

式図である。



[ 図30] 図 3 0 は、実施の形態 3 に係るヒ一 卜ボンプ装置のプロック図である

[図3 1] 図 3 1 は、実施の形態 4 に係るヒー トポンプ装置のプロック図である

発明を実施するための形態
[0029] 以下に、図面を参照 して本発明に係る蒸気インジェクタおよびヒ一 卜ボン

プ装置の実施の形態を詳細に説明する。なお、この実施の形態によりこの発

明が限定されるものではない。また、各図面において、同一または対応する

構成要素には適宜同一の符号を付 している。また、図面は模式的なものであ

り、各要素の寸法や寸法の比率などは現実のものとは異なることに留意すベ

きである。また、図面相互間においても互いの寸法の関係や比率が異なる部

分が含まれている。

[0030] 本発明者らは、吐出圧がより高い蒸気インジェクタを実現するために鋭意

検討 したところ、スロー 卜部の面積が所定値以下になると、吐出されるジェ

ッ卜液流の吐出圧が急激に増大することを初めて発見し、本発明に想到した

ものである。

[0031 ] (実施の形態 1 )

図 1 は、実施の形態 1 に係る蒸気インジェクタの模式的な構成図である。

図 1 に示すように、蒸気インジェクタ 1 0 は、導入部 1 と、混合部 2 と、ス

口一 卜部 3 と、ディフユ一ザ部 4 と、 ドレイン管 5 と、逆止弁 6 とを備えて

いる。以下、蒸気インジェクタ 1 0 の構成および動作について説明する。

[0032] 導入部 1 は、冷媒の液流W 1 を導入するノズル状の液流導入部 1 a と、液

流導入部 1 a の両側に形成された、冷媒の蒸気流 S 1 を導入する蒸気流導入

部 1 b とを有する。液流W 1 はノズル状の液流導入部 1 a によって噴流状と

なって導入される。なお、用いる冷媒は、水や代替フロン等、ヒー トポンプ

装置で使用できる冷媒であれば特に限定はされない。

[0033] 混合部 2 は、図 1 の紙面下方である液流の進行方向に向かって内部断面積

が縮小する形状を有 している。本実施の形態 1 では混合部 2 は断面円形であ



るが、断面が矩形などの他の形状でもよい。混合部 2 は、内部において液流

と蒸気流とを混合 し、気液混合状態にある冷媒流を形成する部分である。こ

こで、蒸気流は液流によって急激に冷却されて凝縮 し、その体積が大幅に減

少するため、混合部 2 内部では負圧が生 じる。これによつて導入される蒸気

[0034] 図 2 は、図 1 の導入部 1 および混合部 2 の要部拡大図である。図 2 に示す

ように、蒸気流導入部 1 b から導入された蒸気流 S 1 は、液流導入部 1 a か

ら導入された噴流状の液流W 1 の外周側から液流W 1 と合流 し、混合される

。なお、符号C 1 は、混合部 2 において、液流W 1 を導入 し蒸気流 S 1 と混

合する領域を示 している。この領域C 1 の断面積をA w 0 とする。また、符号

C 2 は、蒸気流 S 1 を導入 し液流W 1 と混合する領域を示 している。この領

域C 2 の断面積をA s 0 とする。

[0035] 図 1 に戻る。スロー 卜部 3 は、混合部 2 の出力側であってかつディフユ一

ザ部 4 の入力側に形成されている。本実施の形態 1 ではスロ一 卜部 3 は断面

円形であるが、断面が矩形などの他の形状でもよい。スロ一 卜部 3 は混合部

2 からディフユ一ザ部 4 にわたる部分で内部断面積が最も小さい部分である

。 したがって、冷媒流はスロー 卜部 3 を通過する際に流速が最も高くなる。

[0036] ディフユ一ザ部 4 は、スロー 卜部 3 から冷媒流の進行方向に向かって内部

断面積が拡大する形状を有 している。本実施の形態 1 ではディフユ一ザ部 4

は断面円形であるが、断面が矩形などの他の形状でもよい。ディフユ一ザ部

4 の内部断面積は冷媒流の進行方向に向かって拡大 しているため、冷媒流は

進行するにつれて流速が低 くなるとともに圧力が高められる。その結果、デ

ィフユ一ザ部 4 は、圧力が高められた冷媒流を、吐出部 4 a から冷媒流 F 1

として吐出する。

[0037] ドレイン管 5 は、混合部 2 の内部から外部に連通するように形成されてい

る。 ドレイン管 5 には逆止弁 6 が設けられている。 ドレイン管 5 は、混合部

内の余分な蒸気を排気する機能を有する。このように余分な蒸気を排気す

ることによって蒸気インジェクタ 1 0 の動作の安定性が高くなる。なお、蒸



気インジェクタ 1 0 の動作時には、上述 したように混合部 2 内部で負圧が生

じる。逆止弁 6 は、負圧によって混合部 2 内部 に外気が流入 しないように機

能することによって、蒸気インジェクタ 1 0 の動作の安定性 を高める。

[0038] 蒸気ィンジェクタ 1 0 は、たとえば、 2 以上の構成部材 （たとえば板状の

構成部材）か らなる一組の構成部材のそれぞれに、導入部 し 混合部 2 、ス

口一 卜部 3 、デ ィフユ一ザ部 4 、および ドレイ ン管 5 を複数 に分割 した形状

の溝 または穴を形成 し、溝 または穴を形成 した一組の構成部材を接合するこ

とによって形成 しても良い。 このとき、導入部 し 混合部 2 、スロー 卜部 3

、デ ィフユ一ザ部 4 、および ドレイ ン管 5 のそれぞれは、一組の構成部材を

接合 したときに、各構成部材に形成 された溝 または穴が組み合わさることに

よって形成 される。なお、構成部材の構成材料はたとえば樹脂材料などでも

よいが、構成部材を金属製等 と し、一組の構成部材の接合 を拡散接合等によ

り行 うことによって、冷媒流 F 1 の吐出圧が高 くてもそれに耐えうる十分な

接合強度が得 られる。構成部材を構成する金属材料 と しては、ステ ン レス材

料等の断熱性が高いものが好ま しい。

[0039] ここで、本実施の形態 1 に係る蒸気インジヱクタ 1 0 では、スロー 卜部 3

の内部断面積は、所定の臨界断面積 よりも小さ く設定されている。 これによ

つて、デ ィフユ一ザ部 4 の吐出部 4 a か ら吐出される冷媒流の吐出圧が高 く

なっている。

[0040] 以下、冷媒流の吐出圧が高 くなる原理 を、蒸気インジェクタの作動特性予

測モデル （非特許文献 3 参照）に基づいて説明する。図 3 は、蒸気インジェ

クタの作動特性予測モデルを説明する図である。図 3 において、符号 「0 」

は液流W 1 と蒸気流 S 1 とを混合する領域の始点を示 している （図 2 の領域

C 1 、 C 2 参照）。符号 「1 」はスロー 卜部 3 を示す。符号 「D 」はデ ィフ

ユーザ部 4 の吐出部 4 a を示 している。 これ らの符号は以下の式において適

宜変数の添え字 と して使用する。

[0041 ] この モデルでは、 まず、蒸気流 S 1 はス 口一 卜部 3 で全量凝縮すると仮定

する。 また、蒸気流 S 1 は臨界流 となって混合部 2 に導入されると仮定 し、



臨界圧力から蒸気流 S 1 の流速を算出する。さらに、流動構造ゃ冷媒流の界

面挙動は考慮しないこととする。

[0042] まず、混合部 2 ( 「0 」一 「1 」間）の液流W 1、蒸気流 S 1、冷媒流 F

1 に対して質量保存則の式、エネルギー保存則の式、運動量保存側の式を適

用する。さらに、ディフユ一ザ部 4 ( 「1 」 _ 「D 」間）の冷媒流 F 1 にべ

ルヌィの式を適用する。これによつて下記の式 （1 ) が導かれる。なお、こ

こでは冷媒を水とした。すなわち、液流および蒸気流に関するパラメータの

値としては、水流、水蒸気流の値を使用した。

[0043] [数2]

PD = m -U / A + ( m s0 / —(m i -U l / l

+(1- ς Ν )·( ρ · 1 /2)-( ς +ς )·(ρ¾ · 1 /2) ひ)

ここで、式 （1 ) では、スロー卜部 3 の内部断面積をΑ い 導入部 1 におけ

る液流W 1 の質量流量、流速をそれぞれm w 0、 u w 0、導入部 1 における蒸気

流 S 1 の質量流量、流速をそれぞれm s 0、 u s 0 スロ一卜部 3 における冷媒

流 F 1 の質量流量、流速をそれぞれm ，、 u 1 混合部 2 、スロー卜部 3 、デ

ィフユ一ザ部 4 における圧力損失係数をそれぞれ《N、《τ 、ごD、液流W 1 の

密度をp w、冷媒流 F 1 の吐出部 4 a における吐出圧をP Dとしている。また

、式 （1 ) を導出する際には、A w 0 を7 . 5 4 X 1 0 - 7 m 2とし、A s 0 を5

. 4 2 X 1 0 - 6 m 2 とした。このとき、A s 0 A w 0 は約 7 . 2 である。また

、導入部 1 における液流W 1 の温度 T w 0 を2 0 °C とし、《sを0 . 3 7 とした

[0044] 式 （1 ) において、《Nを0 . 0 5 、ごτ を0 . 1、ごDを0 . 1 5 とし、m

w0を 1 . 2 7 X 1 0 - 2 k g s とし、導入部 1 における蒸気流 S 1 の圧力 P s

を0 . 1 0 M P a 、 0 . 1 3 M P a 、または0 . 1 5 M P a とした場合に、

スロー卜部 3 の内径 D T を6 . O m mから3 0 0 m まで変化させたときの吐

出圧 P Dの変化を算出した。ここで、 1 気圧は0 . 1 0 2 4 M P a である。な

お、スロー卜部 3 は断面円形とする。このとき、内部断面積A ，に対して、 π

D / 2 ) 2= A ，が成り立つ。



[0045] 図 4 は、スロー 卜部 3 の内径 D T と吐出圧 P Dとの関係を示す図である。図

5 は、図4 に示す曲線の 1階微分係数を示す図である。図 6 は、図4 に示す

曲線の 2 階微分係数を示す図である。図4 〜 6 を導出する際には、 D Tの値を

0 . 0 1 m m刻みで変化させて計算を行った。図4 に示すように、いずれの

圧力 P sの値についても、内径 D Tを6 . O m mから減少させても、吐出圧 P D

は略一定であった。 しか し、いずれの圧力 P sの値についても、内径 D Tが約

1 . O m mを臨界値として、内径 D Tが臨界値より小さい値 （たとえば 6 0 0

) では吐出圧 P Dが非線形的に急激に増加することが式 （1 ) の解析から

確認された。また、図 5 に示すように、図4 に示す内径 D T と圧力 P s との関

係を示す曲線の 1階微分係数は、内径 D Tが 1 . 0 m mよりも大きいときはほ

ぼ0 である。 しか し、約 1 . O m mを臨界値として、内径 D Tが臨界値より小

さい値では0 より小さくなり、その後急激に減少する。さらに、図 6 に示す

ように、図4 に示す内径 D τ と圧力 P s との関係を示す曲線の 2 階微分係数は

、内径 D Tが 1 . O m mよりも大きいときはほぼ0 である。 しか し、約 1 . 0

m mを臨界値として、内径 D τ が臨界値より小さい値では0 より大きくなり、

その後急激に増大する。

[0046] そこで、本実施の形態 1 に係る蒸気インジヱクタ 1 0 では、スロー 卜部 3

の内径 D T、または内部断面積 A ，を、吐出圧 P Dが増加する臨界値 （内径また

は断面積）より小さい内径または断面積とすることによって、従来な し得な

かった高い吐出圧を実現 している。このような臨界値より小さい内径または

断面積では、スロー 卜部 3 の内径 D Tまたは内部断面積 A ，の変化に対する、

吐出圧 P Dの変化を表す曲線 （すなわち、図4 に示す曲線）の 1階微分係数が

0 より小さくなつている。また、 2 階微分係数は0 より大きくなつている。

したがって、このような 1階または 2 階の微分係数が 0 から変化する内径 D T

または内部断面積 A ，とすることによって、高い吐出圧 P Dが実現される。

[0047] なお、上記の図4 、 5 、 6 では、内径 D Tが臨界値よりも大きい場合は、吐

出圧 P Dは略一定であり、その変化を示す曲線の 1階および 2 階の微分係数は

ほぼ0 である。 したがって、臨界値は、 1階または 2 階の微分係数が 0 から



変化する値 と して定義することができる。一方、内径 D Tが臨界値 よりも小さ

い場合 に、吐出圧 P Dが略一定ではな く、その変化を示す曲線の 1 階および 2

階微分係数が 0 ではない場合 もある。そのような場合は、 2 階微分係数が、

内径 D T または内部断面積 A ，の減少に応 じて 1 0 % 以上上昇する値 を、臨界

値 と して定義 してもよい。たとえば、内径 D T を 1 . O m mか ら0 . 9 m m に

減少させたときに、 2 階微分係数が 1 . 0 か ら 1 . 1 に、 1 0 % 上昇 した場

合 には、内径 D Tの臨界値は 1 . O m m と定義 してもよい。

[0048] また、吐出圧 P Dが増加する臨界値 （内径 または断面積）は、式 （1 ) に含

まれる各パラメータの値 によって変化する。 したがって、各パラメータの値

を勘案 して、スロー 卜部 3 の内径 D T または内部断面積 A ，を臨界値 より小さ

くなるように設定すれば、本発明の効果 と しての高い吐出圧 P Dを得 ることが

できる。たとえば、冷媒が水ではな く他の冷媒の場合は、水 に関するパラメ

—タを、使用する冷媒に関するパラメータに置 き換えて、スロー 卜部 3 の内

径 D τ または内部断面積 A ，を設定すればよい。

[0049] つ ぎに、式 （1 ) において、スロー 卜部 3 の内部断面積 A ，を 2 . 8 3 X 1

0 - 7 m 2 ( 内径 D T と しては 6 0 0 m ) と し、 m w 0 を 1 . 2 7 X 1 0 - 2 k g

s 、 1 . 4 3 X 1 0 - 2 k g s 、 または 1 . 5 9 X 1 0 - 2 k g s と した

場合 に、導入部 1 における蒸気流 S 1 の圧力 P s を変化させたときの吐出圧 P

Dの変化を算出 した。

[0050] 図 7 は、導入部 1 における蒸気流 S 1 の圧力 P s と吐出圧 P Dとの関係を示

す図である。図 7 に示すように、圧力 P s を高めるほど吐出圧 P Dを高 くする

ことができることを式 （1 ) の解析か ら確認 した。

[0051 ] つ ぎに、樹脂材料 を用いて蒸気インジェクタを実際に作製 し、その動作を

実証する実験 を行 った。作製 した蒸気インジェクタは、 7 種類である。すな

わち、図 1 に示す実施の形態 1 の構成のもので、 A s 0 A w 0 を 3 6 . 2 と し

たもの （サンプル 1 ) 、逆止弁を設けない以外はサンプル 1 と同 じ構成のも

の （サンプル 2 ) 、逆止弁および ドレイン管 を設けない以外はサンプル 1 と

同 じ構成のもの （サンプル 3 ) である。 また、図 1 に示す実施の形態 1 の構



成のもので、 A s 0 A w 0を 7 . 2 としたもの （サンプル 4 ) 、逆止弁を設け

ない以外はサンプル 1 と同じ構成のもの （サンプル 5 ) 、逆止弁および ドレ

イン管を設けない以外はサンプル 1 と同じ構成のもの （サンプル 6 ) である

。また、図 1 に示す実施の形態 1 の構成に、さらにA s 0 A w 0を可変にでき

る機構を設けたもの （サンプル 7 ) である。このような可変機構は、液流導

入部 1 a の混合部 2 への突出量を変更できるように構成することで実現でき

る。

[0052] なお、サンプル 1 〜 7 の共通の構成としては、混合部 2 の長さを2 2 . 5

m m とし、混合部 2 の、ス ロー 卜部 3 の反対側の内径を3 . 4 m m とし、液

流W 1 を導入する断面積 A w 0を 1 . 9 4 m 2 (内径としては 1 . 5 7 m m) と

し、ス ロー 卜部 3 の内径 D Tを6 0 0 m とし、ディフユ一ザ部 4 の長さを 1

4 . 4 m m とし、ディフユ一ザ部 4 の吐出部 4 a の内径を2 . O m m とした

。また、 ドレイン管 5 については内径を0 . 4 5 m m とした。

[0053] また、本実験においても、冷媒として水を用い、以下のように実験条件を

調整可能な実験系を用いた。まず、導入部における蒸気流の圧力 P sは0 . 1

1 M P a 〜 0 . 1 5 M P a の範囲で調整可能である。また、導入部において

、液流の温度 T w。は 1 1 . 9 °C〜 2 6 °Cの範囲、蒸気流の温度 T s。は 1 0 1

. 4 °C〜 1 1 1 . 2 °Cの範囲で調整可能である。また、導入部における液流

の流速mw。は 1 . 5 9 m l s 〜 2 . 2 0 m I s (なお、液流の密度はた

とえば 9 5 8 k g m 3である）の範囲で調整可能である。また、導入する液

流または蒸気流の溶存酸素量 D 〇wまたはD 〇sは0 . 8 m g l 〜 8 . 0 m

g I の範囲で調整可能である。

[0054] (実験 1 )

サンプル 3 ( A s 0 A w 0 = 3 6 . 2 、 ドレイン管および逆止弁無 し）の蒸

気インジェクタを用いて、はじめに、 T w。= 1 2 . 6 °Cの液流を導入 したと

ころ、蒸気インジェクタ内の混合部およびス ロ一 卜部に水の液体が静的に蓄

積 した。この状態で、つぎに、 P s = 0 . 1 1 M P a 、 T s 0 = 0 2 . 3 °Cの

蒸気流を導入 した。すると、混合部において液体の流動が生 じ、ディフユ一



ザ部の吐出部から冷媒流が吐出され、蒸気ィンジェクタの動作が確認された

[0055] (実験 2 )

サンプル 4 ( A s 0 A w 0 = 7 . 2 、 ドレイン管および逆止弁有 り）の蒸気

インジェクタを用いて、はじめに、 T w 0 = 2 4 . 5 °C、 mw 0 = 1 . 5 9 m l

s 、 D O w = 1 . 6 4 m g I の液流を導入 し、つぎに、蒸気流を導入 した

。すると、混合部において液体の流動が生 じ、ディフユ一ザ部の吐出部から

冷媒流が吐出され、蒸気インジェクタの動作が確認されたが、動作が不安定

になる場合があった。

[0056] 図 8 は、安定動作時および不安定動作時における導入される蒸気流の圧力

および ドレイン管内の圧力を示す図である。横軸は測定開始時からの経過時

間である。図 8 において、 P i nは ドレイン管内の圧力を示 し、 P sは蒸気流の

圧力を示 している。また、 「S t a b I e 」は蒸気インジェクタが安定動作

状態にあることを意味 し、 「U n s t a b I e 」は蒸気インジェクタが不安

定動作状態にあることを意味する。

[0057] 図 8 に示すように、安定動作時には Ρ ι ηが P sよりも低 く、混合部内が負圧

になっていた。一方、不安定動作時には P sが P i nよりも低 く、混合部内が正

圧となっており、かつ P sの値が不安定であり、安定 した蒸気流の導入が行わ

れない状態であることが確認された。

[0058] (実験 3 — 1、 3 —2 、 3 - 3 )

サ ンプル 7 ( A s 0 A w 0可変、 ドレイン管および逆止弁有 り）の蒸気イン

ジェクタを用いて、はじめに、 T w。= 2 1 . 7 °C、 mw 0 = 1 . 9 1 m I s

、 D O w = 2 . 4 m g I の液流を導入 し、つぎに、 P s = 0 . 1 3 M P a 、

D 〇 s = 3 . 5 m g I の蒸気流を導入する実験を行った。なお、 A s 0 A w 0

については、 4 . 4 、 1 5 . 1、または3 8 . 3 に設定 した。

[0059] すると、蒸気インジェクタは、 A s 0 A w 0 = 4 . 4 およびA s 0 A w 0 = 3

8 . 3 の場合は動作せず、 A SQ A W。= 1 5 . 1 の場合はディフユ一ザ部の

吐出部から高い吐出圧の冷媒流が吐出され、蒸気ィンジェクタの動作が確認



された。

[0060] 本発明者 らがさらに実験 を行 ったところ、 A s 0 A w 0の値 と しては、 7 以

上 3 0 以下の範囲にある場合が蒸気インジェクタの動作上好ま しく、 1 0 以

上 2 0 以下である場合が、安定動作上さらに好ま しい。

[0061 ] (実施の形態 2 )

つ ぎに、本発明の実施の形態 2 について説明する。本実施の形態 2 に係る

蒸気インジェクタは、実施の形態 1 に係る蒸気インジェクタ 1 0 と同様の構

成 を有する単位蒸気インジェクタを複数備えるものである。本実施の形態 2

に係る蒸気ィンジェクタは、小型であ り吐出圧が高い複数の単位蒸気ィンジ

ェクタを複数備え、各単位蒸気インジェクタが吐出する、吐出圧が高 くされ

た冷媒流のすベてを合流 させて吐出することにより、小型であ りなが ら高い

吐出圧および吐出量を実現 したものである。

[0062] 図 9 は、実施の形態 2 に係る蒸気インジェクタの模式的な斜視図である。

この蒸気インジェクタ 1 0 0 は、複数 （本実施の形態 2 では 5 ) の板状構成

部材 1 0 1 、 1 0 2 、 1 0 3 、 1 0 4 、 1 0 5 で構成 されている。 これ らの

—組の板状構成部材 1 0 1 、 1 0 2 、 1 0 3 、 1 0 4 、 1 0 5 は、積層 した

状態で互いに接合 されている。板状構成部材 1 0 1 、 1 0 5 は積層構造の蒸

気インジェクタ 1 0 0 の最上層 または最下層を構成 している。

[0063] 板状構成部材 1 0 1 には、外部か ら冷媒の液流W 1 を供給する冷媒液供給

口 1 0 1 a と冷媒の蒸気流 S 1 を外部 に排出する冷媒蒸気排出口 1 0 1 b と

が形成 されている。板状構成部材 1 0 5 には、液流W 1 を外部 に排出する冷

媒液排出口 1 0 5 a と外部か ら蒸気流 S 1 を供給する冷媒蒸気供給 口 1 0 5

b とが形成 されている。 また、蒸気インジェクタ 1 0 0 の側面には冷媒流 F

1 を吐出する冷媒流吐出口 1 0 6 が形成 されている。

[0064] 図 1 0 は、板状構成部材 1 0 2 の平面図である。図 1 0 において、斜線部

は板状構成部材 1 0 2 の主表面であ り、板状構成部材 1 0 2 の主表面には複

数の溝および穴が形成 されている。 これ らの溝および穴は、板状構成部材 1

0 1 の、板状構成部材 1 0 2 と対向する主表面、板状構成部材 1 0 2 、 1 0



3 、 1 0 4 の両主表面、および板状構成部材 1 0 5 の、板状構成部材 1 0 4

と対向する主表面にも形成されている。これらの溝および穴は、後述する単

位蒸気インジェクタの導入部、混合部、スロ一 卜部、およびディフユ一ザ部

を2 分割 した形状の溝または穴を含む。板状構成部材 1 0 1、 1 0 2 、 1 0

3 、 1 0 4 、 1 0 5 の対向する主表面が接合することによって、これらの溝

または穴が組み合わさって、複数の単位蒸気インジェクタ、および単位蒸気

ィンジェクタに対 して、冷媒液および冷媒蒸気の供給または排出を行うため

の流路が形成される。

[0065] 具体的には、図 1 0 に示すように、板状構成部材 1 0 2 には、冷媒液供給

口 1 0 2 a と、冷媒蒸気排出口 1 0 2 b と、冷媒液排出口 1 0 2 c と、冷媒

蒸気供給口 1 0 2 d とが形成されている。また、板状構成部材 1 0 2 と板状

構成部材 1 0 3 との接合により、 3 つの単位蒸気インジェクタ 1 0 と、冷

媒液流路 1 0 2 e と、冷媒蒸気流路 1 0 2 f と、冷媒流合流流路 1 0 2 g と

が形成される。冷媒液供給口 1 0 2 a は図 9 に示す冷媒液供給口 1 0 1 a と

連通 している。冷媒蒸気排出口 1 0 2 b は図 9 に示す冷媒蒸気排出口 1 0 1

b と連通 している。冷媒液排出口 1 0 2 c は図 9 に示す冷媒液排出口 1 0 5

a と連通 している。冷媒蒸気供給口 1 0 2 d は図 9 に示す冷媒蒸気供給口 1

0 5 b と連通 している。また、冷媒液供給口 1 0 2 a と冷媒液排出口 1 0 2

c とは、冷媒液流路 1 0 2 e を介 して連通 している。冷媒蒸気排出口 1 0 2

b と冷媒蒸気供給口 1 0 2 d とは、冷媒蒸気流路 1 0 2 f とを介 して連通 し

ている。

[0066] 単位蒸気ィンジェクタ 1 0 は、板状構成部材 1 0 1、 1 0 2 の主表面に

沿つて配列 している。また、単位蒸気ィンジェクタ 1 0 は、 1組の板状構

成部材 1 0 1、 1 0 2 、 1 0 3 、 1 0 4 、 1 0 5 を接合することによって各

板状構成部材間に形成されるので、板状構成部材 1 0 1、 1 0 2 、 1 0 3 、

1 0 4 、 1 0 5 の積層方向にも沿って配列 している。蒸気インジェクタ 1 0

0 では、主表面に沿って 3 個、積層方向に沿って4 個の単位蒸気インジェク

夕が形成されている。 したがって、蒸気インジェクタ 1 0 0 は、合計で 1 2



個の単位蒸気インジェクタが集積 されたものである。なお、主表面 または積

層方向に沿 つて配列される単位蒸気ィンジェクタの数 をそれぞれ N、 M とす

ると、蒸気インジェクタ 1 0 0 の場合は N = 3 、 M = 4 であるが、 N が 1 で

M が 2 以上、 N が 2 以上でM が 1 、 または N、 M とも 2 以上であってもよい

[0067] 各単位蒸気ィンジェクタ 1 0 は、実施の形態 1 に係る蒸気ィンジェクタ

1 0 と同様 に、導入部 1 と、混合部 2 と、スロ一 卜部 3 と、デ ィフユ一ザ部

4 とを備えている。

[0068] 導入部 1 は、 ノズル状の液流導入部 1 a と、蒸気流導入部 1 b とを有する

。液流導入部 1 a は、外部か ら、冷媒液供給 口 1 0 1 a 、冷媒液供給 口 1 0

2 a および冷媒液流路 1 0 2 e を介 して供給された冷媒の液流W 1 を導入す

る。蒸気流導入部 1 b は、液流導入部 1 a の両側 に形成 され、冷媒蒸気供給

口 1 0 5 b 、冷媒蒸気供給 口 1 0 2 d および冷媒蒸気流路 1 0 2 f を介 して

供給された蒸気流 S 1 を導入する。液流W 1 はノズル状の液流導入部 1 a に

よって噴流状 となって導入される。なお、用いる冷媒は、水や代替 フ ロン等

、 ヒ一 卜ポンプ装置で使用できる冷媒であれば特 に限定はされない。

[0069] 図 1 1 は、蒸気インジェクタ 1 0 0 の要部断面図であって、図 1 0 の A _

A 線に対応する断面における断面を示 している。 このように、液流導入部 1

a および蒸気流導入部 1 b は板状構成部材 1 0 1 と板状構成部材 1 0 2 とを

接合 したときに、対向する主表面に形成 された溝が組み合わさることによつ

て形成 される。

[0070] 図 1 0 に戻る。実施の形態 1 と同様 に、混合部 2 は、図 1 0 の紙面右方で

ある液流の進行方向に向かって内部断面積が縮小する形状 を有 している。な

お、本実施の形態 2 では混合部 2 は断面矩形であるが、実施の形態 1 の場合

と同様 に断面が円形でもよい し、他の形状でもよい。混合部 2 は、内部 にお

いて液流 と蒸気流 とを混合 し、気液混合状態にある冷媒流 を形成する。混合

部 2 内部では負圧が生 じ、 これによつて導入される蒸気流の流速 も高まる。

[0071 ] 図 1 0 に示すように、蒸気流導入部 1 b か ら導入された蒸気流 S 1 は、液



流導入部 1 a から導入された噴流状の液流W 1 の外周側から液流W 1 と合流

し、混合される。

[0072] 実施の形態 1 と同様に、スロー 卜部 3 は、混合部 2 の出力側であってかつ

ディフユ一ザ部 4 の入力側に形成されている。本実施の形態 2 ではスロ一 卜

部 3 は断面矩形であるが、実施の形態 1 の場合と同様に断面が円形でもよい

し、他の形状でもよい。冷媒流はス口一 卜部 3 を通過する際に流速が最も高

くなる。

[0073] 実施の形態 1 と同様に、ディフユ一ザ部 4 は、スロ一 卜部 3 から冷媒流の

進行方向に向かって内部断面積が拡大する形状を有 している。本実施の形態

ではディフユ一ザ部 4 は断面矩形であるが、実施の形態 1 の場合と同様に

断面が円形でもよいし、他の形状でもよい。ディフユ一ザ部 4 では、冷媒流

は流速が低 くなるとともに圧力が高められる。その結果、ディフユ一ザ部 4

は、圧力が高められた冷媒流を、吐出部 4 a から冷媒流 F 1 として吐出する

[0074] 冷媒流合流流路 1 0 2 g は、各単位蒸気インジェクタ 1 0 のディフユ一

ザ部の吐出部に連通 しており、吐出された各冷媒流 F 1 を合流させる。冷媒

流吐出口 1 0 6 は合流された冷媒流 F 1 を蒸気インジェクタ 1 0 0 の外部に

吐出する。

[0075] 図 1 2 は、冷媒の流れを説明する図である。図 1 2 に示すように、冷媒の

液流W 1 は、冷媒液供給口 1 0 1 a から供給された後、板状構成部材 1 0 2

に形成された冷媒液供給口から、板状構成部材 1 0 1 と板状構成部材 1 0 2

との接合により形成された各単位蒸気ィンジェクタに供給される。各単位蒸

気ィンジェクタに供給されなかつた液流は冷媒液排出口から排出され、板状

構成部材 1 0 3 に形成された冷媒液供給口から、板状構成部材 1 0 2 と板状

構成部材 1 0 3 との接合により形成された各単位蒸気ィンジェクタに供給さ

れる。すなわち、隣接する板状構成部材の冷媒液供給口と冷媒液排出口とは

連通 しており、板状構成部材の積層方向に沿つて配列 した単位蒸気ィンジェ

クタの各導入部を連通する流路を形成 している。以下、同様に、各板状構成



部材の接合により形成された各単位蒸気ィンジェクタに液流が供給され、未

使用の液流は板状構成部材 1 0 5 の冷媒液排出口 1 0 5 a から外部に排出さ

れる。

[0076] 同様に、冷媒の蒸気流 S 1 は、冷媒蒸気供給口 1 0 5 b から供給された後

、板状構成部材 1 0 4 に形成された冷媒蒸気供給口から、板状構成部材 1 0

5 と板状構成部材 1 0 4 との接合により形成された各単位蒸気ィンジヱクタ

に供給される。各単位蒸気ィンジェクタに供給されなかった蒸気流は冷媒蒸

気排出口から排出され、板状構成部材 1 0 3 に形成された冷媒蒸気供給口か

ら、板状構成部材 1 0 4 と板状構成部材 1 0 3 との接合により形成された各

単位蒸気インジェクタに供給される。以下、同様に、各板状構成部材の接合

により形成された各単位蒸気ィンジェクタに蒸気流が供給され、未使用の蒸

気流は板状構成部材 1 0 1 の冷媒蒸気排出口 1 0 1 b から外部に排出される

[0077] この蒸気インジェクタ 1 0 0 は、上述 したように 1 2 個の単位蒸気インジ

ェクタが集積されたものであり、各単位蒸気ィンジェクタが吐出する冷媒流

のすベてを合流させた冷媒流を吐出する。ここで、単位蒸気インジェクタ 1

0 は、実施の形態 1 に係る蒸気インジヱクタ 1 0 と同様の構成を有 してお

り、スロー 卜部 3 の内部断面積が冷媒流の吐出圧が非線形的に増加する臨界

断面積よりも小さく設定されている。これによつて、単位蒸気インジェクタ

1 0 は、蒸気インジェクタ 1 0 と同様にディフユ一ザ部 4 の吐出部 4 a か

ら吐出される冷媒流の吐出圧が高くなつている。 したがって、この蒸気イン

ジェクタ 1 0 0 は、小型でありながら、吐出圧が高く、かつ吐出量が多いも

のである。

[0078] なお、図 1 3 は、導入部の別の態様を説明する要部断面図である。図 1 3

に示すように、導入部 1 は、図 1 0 に示す導入部 1 と置き換えて使用でき

るものであって、液流導入部 1 a と、蒸気流導入部 1 b との間に介在する断

熱層 1 c を有するものである。断熱層 1 c はたとえば 2 つの壁部の間に空気

を充填させた層または真空とした層として構成することができる。



[0079] 導入部 1 において液流W 1 が蒸気流 S 1 によって加熱 されると、混合部 2

における蒸気流 S 1 を液流W 1 によって急激 に冷却 して凝縮する効果が減少

する。 これに対 して、導入部 1 においては、断熱層 1 c によって、液流W

1 が蒸気流 S 1 によって加熱 されることが防止または抑制 されるので、上記

凝縮効果の減少が防止または抑制 される。

[0080] なお、上記板状構成部材 1 0 1 、 1 0 2 、 1 0 3 、 1 0 4 、 1 0 5 の構成

材料はたとえば樹脂材料などでもよいが、 これ らを金属製等 と し、一組の板

状構成部材の接合 を拡散接合等により行 うことによって、冷媒流 F 1 の吐出

量が多 く、吐出圧が高 くてもそれに耐えうる十分な接合強度が得 られる。板

状構成部材を構成する金属材料 と しては、ステ ン レス材料等の断熱性が高い

ものが好ま しい。

[0081 ] また、実施の形態 1 に係る蒸気インジェクタ 1 0 と同様 に、上記単位蒸気

インジェクタ 1 0 において、混合部 2 の内部か ら外気に連通するように形

成 された ドレイン管 をさらに備えるように してもよい。 ドレイン管 により、

混合部 2 内の余分な蒸気を排気することによつて単位蒸気ィンジヱクタ 1 0

の動作の安定性が高 くなる。 また、 ドレイ ン管 には逆止弁が設けられてい

てもよい。逆止弁は、単位蒸気インジェクタ 1 0 の動作時に生 じる負圧に

よつて混合部 2 内部 に外気が流入 しないように機能することによって、単位

蒸気インジェクタ 1 0 の動作の安定性 を高める。

[0082] 以下、実施の形態 2 の変形例 1 〜 6 に係る蒸気インジェクタについて説明

する。

[0083] (変形例 1 )

図 1 4 A 〜 1 4 D は、変形例 1 に係る蒸気インジェクタの内部構成 を説明

する模式図である。図 1 4 A は蒸気ィンジェクタ 1 0 0 A を示 し、図 1 4 B

、 1 4 C 、 1 4 D はその構成要素である板状構成部材 1 0 2 A 、 1 0 3 A 、

1 0 1 A を示 している。蒸気インジェクタ 1 0 0 A は、複数の板状構成部材

1 0 2 A 、 1 0 3 A の組の間に板状構成部材 1 0 1 A を配置 したものが複数

組積層された構成 を有する。 これ らの板材構成部材は、たとえば金属製であ



り、拡散接合により接合される。

[0084] 図 1 5 は、図 1 4 B の板状構成部材 1 0 2 A の平面図である。図 1 5 にお

いて、クロスハッチが施された領域は溝を示 している。なお、板状構成部材

1 0 3 A も板状構成部材 1 0 2 A と同様の構成を有 している。図 1 5 に示す

ように、板状構成部材 1 0 2 A には、板状構成部材 1 0 2 A を貫通するよう

に、冷媒液流路 1 0 2 A e と、冷媒蒸気流路 1 0 2 A f と、冷媒流合流流路

1 0 2 A g と、冷媒流吐出口 1 0 6 A とが形成されている。また、板状構成

部材 1 0 2 A は、単位蒸気インジェクタ 1 O A の導入部 1 A 、混合部 2 A 、

スロー 卜部 3 A 、およびディフユ一ザ部 4 A を構成するための溝を有 してい

る。板状構成部材 1 0 2 A と板状構成部材 1 0 3 A との接合により単位蒸気

インジェクタ 1 0 A が形成される。なお、板状構成部材 1 0 2 A と板状構成

部材 1 0 3 A とは、互いの溝が組み合うように積層させても良いし、一方の

板状構成部材の溝が形成された主表面と、一方の板状構成部材の溝が形成さ

れていない主表面とが対向するように積層させても良い。

[0085] 各単位蒸気インジェクタ 1 O A は、導入部 1 A と、混合部 2 A と、スロー

卜部 3 A と、ディフユ一ザ部 4 A とを備えている。導入部 1 A は、ノズル状

の液流導入部 1 A a と、蒸気流導入部 1 A b とを有する。液流導入部 1 A a

は、外部から、冷媒液流路 1 0 2 A e を介 して供給された冷媒の液流を導入

する。蒸気流導入部 1 A b は、液流導入部 1 A a の両側に形成され、冷媒蒸

気流路 1 0 2 A f を介 して供給された蒸気流を導入する。単位蒸気インジェ

クタ 1 0 A の具体的構成および動作は単位蒸気インジヱクタ 1 0 と略同様

であり、スロ一 卜部 3 A の内部断面積が冷媒流の吐出圧が非線形的に増加す

る臨界断面積よりも小さく設定されていることにより、吐出圧が高くなつて

いる。

[0086] 図 1 6 は、図 1 4 Dの板状構成部材 1 0 1 A の平面図である。図 1 6 に示

すように、板状構成部材 1 0 1 A には、冷媒液流路 1 0 1 A e と、冷媒蒸気

流路 1 0 1 A f と、冷媒流合流流路 1 0 1 A g と、冷媒流吐出口 1 0 6 A と

が形成されている。板状構成部材 1 0 1 A は、板状構成部材 1 0 2 A と板状



構成部材 1 0 3 A との間に挟まれて、各単位蒸気インジェクタ 1 O A の蒸気

流導入部 1 A b への冷媒蒸気の流路を確保するためのスぺ一ザの役目を果た

している。

[0087] 図 1 7 は、図 1 4 B の板状構成部材 1 0 2 A の斜視図であって、溝の構成

を理解 しやすくするために板状構成部材 1 0 2 A を切断 して示 している。

[0088] (変形例 2 )

図 1 8 A 〜 1 8 D は、変形例 2 に係る蒸気インジェクタの内部構成を説明

する模式図である。図 1 8 A は蒸気ィンジェクタ 1 0 0 B を示 し、図 1 8 B

、 1 8 C、 1 8 D はその構成要素である板状構成部材 1 0 2 B、 1 0 3 B、

1 0 1 B を示 している。蒸気インジェクタ 1 0 0 B は、複数の板状構成部材

1 0 2 B、 1 0 3 B の組の間に板状構成部材 1 0 1 B を配置 したものが複数

組積層された構成を有する。これらの板材構成部材は、たとえば金属製であ

り、拡散接合により接合される。

[0089] 図 1 9 は、図 1 8 B の板状構成部材 1 0 2 B の平面図である。図 1 9 にお

いて、クロスハッチが施された領域は溝を示 している。なお、板状構成部材

1 0 3 B も板状構成部材 1 0 2 B と同様の構成を有 している。図 1 9 に示す

ように、板状構成部材 1 0 2 B には、板状構成部材 1 0 2 B を貫通するよう

に、冷媒液流路 1 0 2 B e と、冷媒蒸気流路 1 0 2 B f と、冷媒流合流流路

1 0 2 B g と、冷媒流吐出口 1 0 6 B とが形成されている。また、板状構成

部材 1 0 2 B は、単位蒸気ィンジェクタ 1 0 B の導入部 1 B、混合部 2 B、

スロー 卜部 3 B、およびディフユ一ザ部 4 B を構成するための溝を有 してい

る。板状構成部材 1 0 2 B と板状構成部材 1 0 3 B との接合により単位蒸気

インジェクタ 1 0 B が形成される。なお、板状構成部材 1 0 2 B と板状構成

部材 1 0 3 B とは、互いの溝が組み合うように積層させても良いし、一方の

板状構成部材の溝が形成された主表面と、一方の板状構成部材の溝が形成さ

れていない主表面とが対向するように積層させても良い。

[0090] 各単位蒸気インジェクタ 1 0 B は、導入部 1 B と、混合部 2 B と、スロー

卜部 3 B と、ディフユ一ザ部 4 B とを備えている。導入部 1 B は、ノズル状



の液流導入部 1 B a と、蒸気流導入部 1 B b とを有する。液流導入部 1 B a

は、外部か ら、冷媒液流路 1 0 2 B e を介 して供給された冷媒の液流 を導入

する。蒸気流導入部 1 B b は、液流導入部 1 B a の両側 に形成 され、冷媒蒸

気流路 1 0 2 B f を介 して供給された蒸気流 を導入する。単位蒸気インジェ

クタ 1 0 B の具体的構成および動作は単位蒸気インジヱクタ 1 0 と略同様

であ り、スロ一 卜部 3 B の内部断面積が、冷媒流の吐出圧が非線形的に増加

する臨界断面積 よりも小さ く設定されていることにより、吐出圧が高 くなつ

ている。

[0091 ] 図 2 0 は、図 1 8 D の板状構成部材 1 0 1 B の平面図である。図 2 0 に示

すように、板状構成部材 1 0 1 B には、冷媒液流路 1 0 1 B e と、冷媒蒸気

流路 1 0 1 B f と、冷媒流合流流路 1 0 1 B g と、冷媒流吐出口 1 0 6 B と

が形成 されている。板状構成部材 1 0 1 B は、板状構成部材 1 0 2 B と板状

構成部材 1 0 3 B との間に挟 まれて、各単位蒸気インジェクタ 1 0 B の蒸気

流導入部 1 B b への冷媒蒸気の流路 を確保するためのスぺ一ザの役 目を果た

している。

[0092] ここで、板状構成部材 1 0 2 B には、 さらに、液流導入部 1 B a と、蒸気

流導入部 1 B b との間に介在する貫通溝 1 B e が形成 されている。 このよう

な貫通溝 1 B e は板状構成部材 1 0 1 B にも形成 されている。 さらに、 この

貫通溝 1 B c は冷媒液流路 1 0 2 B e と冷媒蒸気流路 1 0 2 B f との間にも

介在するように形成 されている。 この貫通溝 1 B e は、液流導入部 1 B a と

、蒸気流導入部 1 B b との間、および冷媒液流路 1 0 2 B e と冷媒蒸気流路

0 2 B f との間を断熱する断熱層 と しての空気層を形成する。 これによつ

て、混合前 に液流が蒸気流 によって加熱 されることが防止または抑制 される

ので、混合部 2 B における凝縮効果の減少が防止または抑制 される。なお、

貫通溝 1 B c 内は真空 と してもよい。

[0093] (変形例 3 )

図 2 1 A 〜 2 1 D は、変形例 3 に係る蒸気インジェクタの内部構成 を説明

する模式図である。図 2 1 A は蒸気インジェクタ 1 0 0 C を示 し、図 2 1 B



、 2 1 C、 2 1 D はその構成要素である板状構成部材 1 0 2 C、 1 0 3 C、

1 0 1 C を示 している。蒸気インジェクタ 1 O O C は、複数の板状構成部材

1 0 2 C、 1 0 3 C の組の間に板状構成部材 1 0 1 C を配置 したものが複数

組積層された構成を有する。これらの板材構成部材は、たとえば金属製であ

り、拡散接合により接合される。

[0094] 図 2 2 は、図 2 1 B の板状構成部材 1 0 2 C の平面図である。図 2 2 にお

いて、クロスハッチが施された領域は溝を示 している。なお、板状構成部材

1 0 3 〇も板状構成部材 1 0 2 C と同様の構成を有 している。図 2 2 に示す

ように、板状構成部材 1 0 2 C には、板状構成部材 1 0 2 C を貫通するよう

に、冷媒液流路 1 0 2 C e と、冷媒蒸気流路 1 0 2 C f と、冷媒流合流流路

1 0 2 C g と、冷媒流吐出口 1 0 6 C とが形成されている。また、板状構成

部材 1 0 2 C は、単位蒸気インジェクタ 1 O C の導入部 1 C、混合部 2 C、

スロー 卜部 3 C、およびディフユ一ザ部 4 C を構成するための溝を有 してい

る。板状構成部材 1 0 2 C と板状構成部材 1 0 3 C との接合により単位蒸気

インジェクタ 1 O C が形成される。なお、板状構成部材 1 0 2 C と板状構成

部材 1 0 3 C とは、互いの溝が組み合うように積層させても良いし、一方の

板状構成部材の溝が形成された主表面と、一方の板状構成部材の溝が形成さ

れていない主表面とが対向するように積層させても良い。

[0095] 各単位蒸気インジェクタ 1 O C は、導入部 1 C と、混合部 2 C と、スロー

卜部 3 C と、ディフユ一ザ部 4 C とを備えている。導入部 1 C は、ノズル状

の液流導入部 1 C a と、蒸気流導入部 1 C b とを有する。液流導入部 1 C a

は、外部から、冷媒液流路 1 0 2 C e を介 して供給された冷媒の液流を導入

する。蒸気流導入部 1 C b は、液流導入部 1 C a の両側に形成され、冷媒蒸

気流路 1 0 2 C f を介 して供給された蒸気流を導入する。単位蒸気インジェ

クタ 1 O C の具体的構成および動作は単位蒸気インジヱクタ 1 0 と略同様

であり、スロ一 卜部 3 C の内部断面積が冷媒流の吐出圧が非線形的に増加す

る臨界断面積よりも小さく設定されていることにより、吐出圧が高くなつて

いる。なお、この単位蒸気インジェクタ 1 O C では、液流の進行方向の側面



から蒸気流が混合される。図 2 2 において、符号 1 C a a は混合する際に液

流が導入される断面積を示 し、符号 1 C b a は混合する際に蒸気流が導入さ

れる断面積を示 している。

[0096] 図 2 3 は、図 2 1 Dの板状構成部材 1 0 1 C の平面図である。図 2 3 に示

すように、板状構成部材 1 0 1 C には、冷媒液流路 1 0 1 C e と、冷媒蒸気

流路 1 0 1 C f と、冷媒流合流流路 1 0 1 C g と、冷媒流吐出口 1 0 6 C と

が形成されている。板状構成部材 1 0 1 C は、板状構成部材 1 0 2 C と板状

構成部材 1 0 3 C との間に挟まれて、各単位蒸気インジェクタ 1 O C の蒸気

流導入部 1 C b への冷媒蒸気の流路を確保するためのスぺ一ザの役目を果た

している。

[0097] こ こで、板状構成部材 1 0 2 C にも、板状構成部材 1 0 2 B と同様に、液

流導入部 1 C a と、蒸気流導入部 1 C b との間に介在する貫通溝 1 C c が形

成されている。このような貫通溝 1 C c は板状構成部材 1 0 1 C にも形成さ

れている。さらに、この貫通溝 1 C c は冷媒液流路 1 0 2 C e と冷媒蒸気流

路 1 0 2 C f との間にも介在するように形成されている。この貫通溝 1 C c

は、液流導入部 1 C a と、蒸気流導入部 1 C b との間、および冷媒液流路 1

0 2 C e と冷媒蒸気流路 1 0 2 C f との間を断熱する断熱層としての空気層

を形成する。これによつて、混合前に液流が蒸気流によって加熱されること

が防止または抑制されるので、混合部 2 C における凝縮効果の減少が防止ま

たは抑制される。なお、貫通溝 1 C c 内は真空としてもよい。

[0098] (変形例 4 )

図 2 4 A 〜 2 4 D は、変形例 4 に係る蒸気ィンジェクタの内部構成を説明

する模式図である。図 2 4 A は蒸気インジェクタ 1 0 0 D を示 し、図 2 4 B

、 2 4 C、 2 4 D はその構成要素である板状構成部材 1 0 2 D、ノズル 1 1

O D、板状構成部材 1 0 3 D を示 している。蒸気インジェクタ 1 O O D は、

複数の板状構成部材 1 0 2 D、 1 0 3 Dの組が複数組積層された構成を有す

る。これらの板材構成部材は、たとえば金属製であり、拡散接合により接合

される。



[0099] 図 2 5 A 〜 2 5 E は、図 2 4 B、 2 4 C の板状構成部材およびノズルの構

成を説明する模式図である。図 2 5 A は板状構成部材 1 0 2 D を示 し、図 2

5 B、 2 5 C、 2 5 D はそれぞれ図 2 5 A におけるA —A 線断面、 B —B線

断面、C —C線断面を示 し、図 2 5 E はノズル 1 1 O D を示 している。図 2

5 A 〜 2 5 D において、クロスハッチが施された領域は溝を示 している。な

お、板状構成部材 1 0 3 D も板状構成部材 1 0 2 D と同様の構成を有 してい

る。

[01 00] 図 2 5 A 〜 2 5 D に示すように、板状構成部材 1 0 2 D には、板状構成部

材 1 0 2 D を貫通するように、冷媒液流路 1 0 2 D e と、冷媒蒸気流路 1 0

2 D f と、冷媒流合流流路 1 0 2 D g と、冷媒流吐出口 1 0 6 D とが形成さ

れている。また、板状構成部材 1 0 2 D は、単位蒸気ィンジェクタ 1 0 Dの

混合部 2 D、スロ一 卜部 3 D、およびディフユ一ザ部 4 D を構成するための

溝を有 している。さらに、板状構成部材 1 0 2 D は、ノズル 1 1 O D を嵌め

るための溝 1 0 2 D h を有 している。ノズル 1 1 0 を溝 1 0 2 D h に嵌め

た状態で板状構成部材 1 0 2 D と板状構成部材 1 0 3 D との接合により単位

蒸気インジェクタ 1 O Dが形成される。このとき、ノズル 1 1 O D は板状構

成部材 1 0 3 D側に形成された、溝 1 0 2 D h と同様の溝にも嵌まる。

[01 0 1 ] 各単位蒸気インジェクタ 1 O D は、導入部と、混合部 2 D と、スロー 卜部

3 D と、ディフユ一ザ部 4 D とを備えている。導入部は、ノズル状の液流導

入部 1 D a と、蒸気流導入部 1 D b とを有する。液流導入部 1 D a は、外部

から、冷媒液流路 1 0 2 D e を介 して供給された冷媒の液流を導入する。蒸

気流導入部 1 D b は、液流導入部 1 D a を取 り囲むように形成され、冷媒蒸

気流路 1 0 2 D f を介 して供給された蒸気流を導入する。単位蒸気インジェ

クタ 1 0 Dの具体的構成および動作は単位蒸気インジヱクタ 1 0 と略同様

であり、スロ一 卜部 3 Dの内部断面積が冷媒流の吐出圧が非線形的に増加す

る臨界断面積よりも小さく設定されていることにより、吐出圧が高くなつて

いる。

[01 02] ここで、ノズル 1 1 0 D を溝 1 0 2 D h に嵌めた状態で板状構成部材 1 0



2 D と板状構成部材 1 0 3 D とを接合 した とき、 ノズル 1 1 O D によって導

入部の液流導入部 1 D a が形成 され、混合部 2 D の冷媒蒸気流路 1 0 2 D f

において ノズル 1 1 0 D の周囲を囲む溝が蒸気流導入部 1 D b となる。蒸気

インジェクタ 1 0 0 D は、 ノズル 1 1 0 D が溝 1 0 2 D h 内を移動 し、かつ

所望の位置 に固定されることがで きるような機構 を有 している。 ノズル 1 1

O D の位置 を溝 1 0 2 D h の長手方向に対 して移動 させ ることによって、導

入部 における液流導入部 1 D a と蒸気流導入部 1 D b との断面積比 を変化 さ

せ ることがで きる。

[01 03] (変形例 5 )

図 2 6 A 〜 2 6 E は、変形例 5 に係 る蒸気インジェクタの内部構成 を説明

する模式図である。図 2 6 A は蒸気ィンジェクタ 1 O O E を示 し、図 2 6 B

、 2 6 C 、 2 6 D 、 2 6 E はその構成要素である板状構成部材 1 0 2 E 、 1

0 3 E 、 1 0 4 E 、 1 0 1 E を示 している。蒸気インジェクタ 1 0 0 E は、

複数の板状構成部材 1 0 2 E 、 1 0 3 E 、 1 0 4 E 、 1 0 1 E の組が複数組

積層 された構成 を有する。 これ らの板材構成部材は、た とえば金属製 であ り

、拡散接合 によ り接合 される。

[01 04] 図 2 7 は、 図 2 6 C の板状構成部材 1 0 3 E の平面図である。図 2 7 にお

いて、 クロスハ ッチが施 された領域 は溝 を示 している。なお、板状構成部材

1 0 4 E も板状構成部材 1 0 3 E と同様の構成 を有 している。図 2 7 に示す

ように、板状構成部材 1 0 3 E には、板状構成部材 1 0 3 E を貫通するよう

に、冷媒液流路 1 0 3 E e と、冷媒蒸気流路 1 0 3 E f と、冷媒流合流流路

1 0 3 E g と、冷媒流吐出口 1 0 6 E とが形成 されている。 また、板状構成

部材 1 0 3 E は、単位蒸気インジェクタ 1 O E の導入部 1 E 、混合部 2 E 、

ス ロー 卜部 3 E 、 およびデ ィフユ一ザ部 4 E を構成するための溝 を有 してい

る。 さ らに、板状構成部材 1 0 3 E には、蒸気流導入部 1 E c を構成するた

めの、板状構成部材 1 0 3 E を貫通する楔型の貫通孔が形成 されている。

[01 05] 図 2 8 は、 図 2 6 B の板状構成部材 1 0 2 E の平面図である。なお、板状

構成部材 1 0 1 E も板状構成部材 1 0 2 E と同様の構成 を有 している。図 2



8 に示すように、板状構成部材 1 0 2 E には、冷媒液流路 1 0 2 E e と、冷

媒蒸気流路 1 0 2 E f と、冷媒流合流流路 1 0 2 E g と、冷媒流吐出口 1 0

6 E とが形成 されている。 また、板状構成部材 1 0 2 E は、冷媒蒸気流路 1

0 2 E f と連通する、蒸気流導入部 1 E c を構成するための溝 と、 ス ロー 卜

部 3 E を構成する溝 と、冷媒蒸気を逃がす流路 1 0 2 E h を構成するための

溝 とを有 している。なお、冷媒蒸気を逃がす流路 1 0 2 E h を構成するため

の溝 は無 くても良い。

[01 06] 板状構成部材 1 0 2 E 、 1 0 3 E 、 1 0 4 E 、 および 1 0 1 E の接合 によ

り単位蒸気インジェ クタ 1 O E が形成 される。なお、接合 した ときに、板状

構成部材 1 0 3 E に形成 された、蒸気流導入部 1 E c を構成するための貫通

孔 と、板状構成部材 1 0 2 E に形成 された、蒸気流導入部 1 E c を構成する

ための溝 とは連通する。なお、板状構成部材 1 0 4 E 、板状構成部材 1 0 1

E にも同様の貫通孔 と溝 とが形成 されてお り、 これ らは接合 した ときに連通

する。

[01 07] 各単位蒸気イ ンジ ェ ク タ 1 O E は、 導入部 1 巳と、 混合部 2 巳と、 ス ロー

卜部 3 巳と、デ ィフユ一ザ部 4 E とを備 えている。導入部 1 E は、 ノズル状

の液流導入部 1 E a と、蒸気流導入部 1 E b 、 1 E c とを有する。液流導入

部 1 E a は、外部か ら、冷媒液流路 1 0 3 E e を介 して供給 された冷媒の液

流 を導入する。蒸気流導入部 1 E b は、液流導入部 1 E a の両側 に形成 され

、冷媒蒸気流路 1 0 3 E f を介 して供給 された蒸気流 を導入する。

[01 08] さ らに、蒸気流導入部 1 E c は、液流導入部 1 E a の上下に形成 され、冷

媒蒸気流路か ら、板状構成部材 1 0 2 E 、 1 0 1 E に形成 された蒸気流導入

部 1 E c を構成する溝 （図 2 8 参照）を通 り、板状構成部材 1 0 3 E 、 1 0

4 E に形成 された蒸気流導入部 1 E c を構成する貫通孔 （図 2 7 参照）をさ

らに通 って供給 された蒸気流 を導入する。すなわち、各単位蒸気インジェク

タ 1 0 E では、液流導入部 1 E a の左右両側、 および上下両側の四方か ら、

蒸気流が導入される。なお、板状構成部材 1 0 2 E 、 1 0 1 E に形成 された

蒸気流導入部 1 E c を構成する溝 を通 ったが板状構成部材 1 0 3 E 、 1 0 4



E に形成 された蒸気流導入部 1 E c を構成する貫通孔 を通 らなか った冷媒蒸

気は流路 1 0 2 E h か ら冷媒流吐出口 1 0 6 E に逃がされる。

[01 09] 単位蒸気ィンジェクタ 1 0 E のその他 の具体的構成 および動作は単位蒸気

インジェクタ 1 0 と略同様であ り、ス ロー 卜部 3 E の内部断面積が冷媒流

の吐出圧が非線形的に増加する臨界断面積 よ りも小 さ く設定されていること

によ り、吐出圧が高 くな つている。 この単位蒸気インジェクタ 1 0 E では、

液流導入部 1 E a の四方 に形成 された蒸気流導入部 1 E b 、 1 E c か ら冷媒

蒸気を導入するので、 よ り効率的に冷媒蒸気を導入することがで きる。

[01 10] (変形例 6 )

図 2 9 は、変形例 6 に係 る蒸気インジェクタの内部構成 を説明する模式図

である。 この蒸気インジェクタ 2 0 0 は、構成部材 2 0 1 、 2 0 2 、 2 0 3

、 2 0 4 、 2 0 5 で構成 されている。構成部材 2 0 1 、 2 0 2 、 2 0 3 、 2

0 4 、 2 0 5 を積層 して接合することによって、構成部材 2 0 1 、 2 0 2 、

2 0 3 、 2 0 4 、 2 0 5 の積層方向に沿 って延在する 9 個 の単位蒸気インジ

ェクタ 1 0 G が形成 される。各単位蒸気インジェクタ 1 0 G は、導入部 1 G

と、混合部 2 G と、ス ロー 卜部 3 G と、デ ィフユ一ザ部 4 G とを備 えている

。導入部 1 G は、 ノズル状の液流導入部 1 G a と、蒸気流導入部 1 G b とを

有する。 これ らの構成部材は、た とえば金属製 であ り、拡散接合 によ り接合

される。

[01 11] 構成部材 2 0 1 は、断面矩形状の貫通孔である冷媒液流路 2 0 0 e を有 し

ている。 また、構成部材 2 0 1 は、冷媒液流路 2 0 0 e と、 ノズルである構

成部材 2 0 5 によって形成 される導入部 1 G の液流導入部 1 G a と連通する

連通孔 2 0 0 e 1 と、 を有する。構成部材 2 0 2 には円錐状の貫通孔である

混合部 2 G が形成 されている。 また、構成部材 2 0 1 、 2 0 2 、 2 0 5 が接

合 した ときに、構成部材 2 0 1 と構成部材 2 0 2 とによって冷媒蒸気流路 2

0 0 f が形成 される。 また、構成部材 2 0 5 が混合部 2 G に揷通 され、構成

部材 2 0 5 と混合部 2 G との隙間に蒸気流導入部 1 G b が形成 される。

[01 12] また、構成部材 2 0 3 には円錐状の貫通孔であるデ ィフユ一ザ部 4 G が形



成 されている。構成部材 2 0 2 と構成部材 2 0 3 とが接合 した ときに、構成

部材 2 0 と構成部材 2 0 3 との接合面の位置 にス ロ一 卜部 3 G が形成 され

る。 また、構成部材 2 0 3 と構成部材 2 0 4 とが接合 した ときに、冷媒流合

流流路 2 0 0 g と、冷媒流吐出口 2 0 6 とが形成 される。

[01 13] 単位蒸気インジェクタ 1 0 G のその他 の具体的構成 および動作は単位蒸気

インジェクタ 1 0 と略同様であ り、ス ロー 卜部 3 G の内部断面積が冷媒流

の吐出圧が非線形的に増加する臨界断面積 よ りも小 さ く設定されていること

によ り、吐出圧が高 くな つている。 このように、単位蒸気インジェクタは、

積層 して接合する構成部材の積層方向に沿 って延在するように形成 されても

よい。

[01 14] (実施 の形態 3 )

図 3 0 は、本発明の実施の形態 3 に係 る ヒ一 卜ポ ンプ装置のプロック図で

ある。図 3 0 に示すように、 ヒー トポ ンプ装置 1 0 0 0 は、実施の形態 2 に

係 る蒸気インジェクタ 1 0 0 と、圧縮器 2 0 と、凝縮器 3 0 と、蒸発器 4 0

と、気液分離器 5 0 とを備 えている。 これ らの要素は、冷媒 を循環 させ る流

路 と しての配管 によって接続 されている。

[01 15] ヒー トポ ンプ装置 1 0 0 0 の動作 を説明する。圧縮器 2 0 は、外部か らの

電力 P によって、気液分離器 5 0 か ら供給 された冷媒蒸気を圧縮する。一方

、凝縮器 3 0 は圧縮 された冷媒蒸気の熱 を熱 H 1 と して放熱するとともに冷

媒蒸気を凝縮 し、冷媒液 とする。蒸発器 4 0 は、気液分離器 5 0 か ら供給 さ

れた冷媒液 に外部か ら吸熱 した熱 H 2 を与えて冷媒 を蒸発 させ る。

[01 16] 蒸気インジェクタ 1 0 0 は、蒸発器 4 0 か ら供給 された冷媒の蒸気流 と、

凝縮器 3 0 か ら供給 された冷媒の液流 とが導入され、圧力が高め られた冷媒

流 を冷媒流吐出口 1 0 6 (図 9 参照）か ら吐出する。気液分離器 5 0 は、吐

出された冷媒流 に含 まれる冷媒の液体 と蒸気 とを分離 し、冷媒蒸気を圧縮器

2 0 に供給するとともに、冷媒液 を蒸発器 4 0 に供給する。

[01 17] この ヒ一 卜ボ ンプ装置 1 0 0 0 では、膨張弁 を用いた ヒ一 卜ポ ンプ装置 に

おいては膨張弁で渦 と して損失 していたエネルギーを蒸気インジェクタ 1 0



0 によ り回収で きる。 さ らに、 この ヒー トポ ンプ装置 1 0 0 0 では、蒸気ィ

ンジェクタ 1 0 0 によって圧縮器 2 0 の負担が軽減 されるので、所望の動作

状態 を実現するために外部か ら与えるべ き電力 P の電力量 を低減することが

で きる。 これによつて、 この ヒー トポ ンプ装置 1 0 0 0 は、 C O P を向上 さ

せた高効率 ヒー トポ ンプ装置 と して機能する。 この ヒー トポ ンプ装置 1 0 0

0 は、空気調和装置、冷凍装置、給湯装置な ど、 ヒー トポ ンプ装置 を使用す

る各種装置 に使用することがで き、 これによつて高効率装置が実現 される。

[01 18] (実施 の形態 4 )

図 3 1 は、本発明の実施の形態 4 に係 る ヒー トポ ンプ装置のプロック図で

ある。図 3 1 に示すように、 ヒー トポ ンプ装置 2 0 0 0 は、実施の形態 2 に

係 る蒸気インジェクタ 1 0 0 と、圧縮器 2 0 と、凝縮器 3 0 と、蒸発器 4 0

と、気液分離器 5 0 と、膨張弁 6 0 と、ポ ンプ 7 0 とを備 えている。 これ ら

の要素は、冷媒 を循環 させ る流路 と しての配管 によって接続 されている。

[01 19] この ヒー トポ ンプ装置 2 0 0 0 では、蒸気インジェクタ 1 0 0 は、圧縮器

2 0 か ら供給 された冷媒の蒸気流 と、気液分離器 5 0 か らポ ンプ 7 0 で圧力

が高め られた状態で供給 された冷媒の液流 とが導入され、圧力が高め られた

冷媒流 を冷媒流吐出口 1 0 6 か ら吐出する。凝縮器 3 0 は、蒸気インジェク

タ 1 0 0 か ら圧力が高め られた冷媒流 を供給 され、その熱 を熱 H 1 と して放

熱するとともに冷媒流 を凝縮する。気液分離器 5 0 は、凝縮器 3 0 か らの冷

媒流 に含 まれる冷媒の液体 と蒸気 とを分離 し、冷媒蒸気を膨張弁 6 0 に供給

するとともに、冷媒液 をポ ンプ 7 0 に供給する。膨張弁 6 0 は、冷媒蒸気を

低温、低圧の冷媒液 とする。蒸発器 4 0 は、膨張弁 6 0 によって低温、低圧

にされた冷媒液 に外部か ら吸熱 した熱 H 2 を与えて冷媒 を蒸発 させ る。圧縮

器 2 0 は、外部か らの電力 P によって、蒸発器 4 0 か ら供給 された冷媒蒸気

を圧縮する。

[01 20] この ヒー トポ ンプ装置 2 0 0 0 では、蒸気インジェクタ 1 0 0 は圧縮器 2

0 による冷媒の圧縮 を補助 して凝縮器 3 0 に所望の圧力の冷媒 を供給するよ

うに している。その結果、所望の動作状態 を実現するために外部か ら与える



べ き電力 P の電力量 を低減することがで きる。 これによつて、 この ヒ一 卜ポ

ンプ装置 2 0 0 0 は、 C O P を向上 させた高効率 ヒ一 卜ポ ンプ装置 と して機

能する。 この ヒ一 卜ポ ンプ装置 2 0 0 0 は、空気調和装置、冷凍装置、給湯

装置な ど、 ヒ一 卜ポ ンプ装置 を使用する各種装置 に使用することがで き、 こ

れによって高効率装置が実現 される。

[01 2 1 ] なお、上記実施の形態 3 、 4 の ヒー トポ ンプ装置 1 0 0 0 、 2 0 0 0 にお

いて、蒸気インジェクタ 1 0 0 は、その変形例 1 〜 5 の蒸気インジェクタや

実施の形態 1 に係 る蒸気インジェクタ 1 0 に置 き換 えることがで きる。

[01 22] なお、上記実施の形態 によ り本発明が限定されるものではない。上述 した

各構成要素 を適宜組み合わせて構成 したものも本発明に含 まれる。 また、 さ

らなる効果や変形例 は、 当業者 によって容易に導 き出す ことがで きる。 よつ

て、本発明のよ り広範な態様 は、上記の実施の形態 に限定されるものではな

く、様 々な変更が可能である。

符号の説明

[01 23] 1 、 ド 、 1 A 、 1 B 、 1 C 、 1 導入部

1 a 、 1 A a 、 1 B a 、 1 C a 、 1 E a 、 1 G a 液流導入部

1 b 、 1 A b 、 1 B b 、 1 C b 、 1 E b 、 1 E c 、 1 G b 蒸気

流導入部

1 B c 、 1 C c 貫通溝

2 、 2 A 、 2 B 、 2 C 、 2 D 、 2 、 G 混合部

3 、 3 A 、 3 B 、 3 C 、 3 D 、 3 、 3 G ス ロー 卜部

4 、 4 A 、 4 B 、 4 C 、 4 D 、 4 、 4 G デ ィフユ一ザ部

4 a 吐出部

5 ドレイ ン管

6 逆止弁

1 0 、 1 0 0 、 1 0 0 A 、 1 0 0 B 、 1 0 0 C 、 1 0 0 D 、 1 0 0 E 、 2

0 0 蒸気インジェクタ

1 0 、 1 0 A 、 1 0 B 、 1 0 C 、 1 0 D 、 1 0 E 、 1 0 G 単位蒸気ィ



ンジェクタ

2 0 圧縮器

3 0 凝縮器

4 0 蒸発器

5 0 気液分離器

6 0 膨張弁

7 0 ポ ンプ

1 0 1 1 0 1 A 1 0 1 B 1 0 1 C 1 0 1 E 1 0 1 0 2 A

1 0 2 B 1 0 2 C 1 0 2 D 1 0 2 E 1 0 3 1 0 3 A 1 0 3 B

1 0 3 C 1 0 3 D 1 0 3 E 1 0 4 1 0 4 E 1 0 5 板状構成部材

1 0 1 a 1 0 a 冷媒液供給 口

1 0 1 b 1 0 b 冷媒蒸気排 出口

1 0 c 1 0 5 a 冷媒液排 出口

1 0 2 d 1 0 5 b 冷媒蒸気供給 口

1 0 1 A e 1 0 1 B e 1 0 1 C e 1 0 2 e 1 0 2 A e 1 0 2 B

e 1 0 2 C e 1 0 2 D e 1 0 2 E e 1 0 3 E e 2 0 0 e 冷媒液

流路

1 0 1 A f 1 0 1 B f 1 0 1 C f 1 0 2 f 1 0 2 A f 1 0 2 B

f 1 0 2 C f 1 0 2 D f 1 0 2 E f 1 0 3 E f 2 0 0 f 冷媒蒸

5 流路

1 0 1 A 9 1 0 1 B g 1 0 1 C g 1 0 2 g 1 0 2 A g 1 0 2 B

g 1 0 2 c g 0 2 D g 1 0 2 E g 1 0 3 E 9 2 0 0 g / リ某 l

i

1 0 2 D h 溝

1 0 2 E h 流路

1 0 6 1 0 6 A 1 0 6 B 1 0 6 C 1 0 6 D 1 0 6 E 2 0 6

冷媒流吐出口

1 1 0 D ノズル



2 0 1 、 2 0 2 、 2 0 3 、 2 0 4 、 2 0 5 構成部材

2 0 0 e 1 連通孔

1 0 0 0 、 2 0 0 0 ヒ一 卜ポ ンプ装置

C 1 、 C 2 領域

I / P ¾ί し

Η 1 Η 熱

Ρ 電力

S 1 ¾» *

W 1 液流



請求の範囲

[ 請求項 1] 冷媒の液流 と前記冷媒の蒸気流 とを導入する導入部 と、

前記液流の進行方向に向か って内部断面積が縮小する形状 を有 し、

内部 において噴流状の前記液流 と前記蒸気流 とを混合 して冷媒流 を形

成する混合部 と、

前記混合部の出力側 に形成 されたス 口一 卜部 と、

前記ス ロー 卜部か ら前記冷媒流の進行方向に向か って内部断面積が

拡大する形状 を有 し、圧力が高め られた前記冷媒流 を吐出部か ら吐出

するデ ィフユ一ザ部 と、

を備 え、

前記ス ロー 卜部の内部断面積 は、前記ス ロー 卜部の内部断面積 を減

少させた ときに前記デ ィフューザ部の吐出部か ら吐出される前記冷媒

流の吐出圧が非線形的に増加する臨界断面積 よ り小 さい断面積である

ことを特徴 とする蒸気インジェクタ。

[ 請求項2] 前記ス ロー 卜部の内部断面積 は、前記ス ロー 卜部の内部断面積の変

化 に対する前記冷媒流の吐出圧の変化 を表す曲線の 1 階微分係数が 0

よ り小 さい、 または 2 階微分係数が 0 よ り大 きい内部断面積であるこ

とを特徴 とする請求項 1 に記載の蒸気インジェクタ。

[ 請求項3] 前記ス ロー 卜部の内部断面積 を A い 前記導入部 における前記液流

の質量流量、流速 をそれぞれ m w 0、 u w 0、前記導入部 における前記

蒸気流の質量流量、流速 をそれぞれ m s 0、 u s 0、前記ス ロ一 卜部 に

おける前記冷媒流の質量流量、流速 をそれぞれ m い U l 、前記混合

部、前記ス ロ一 卜部、前記デ ィフユ一ザ部 における圧力損失係数 をそ

れぞれ N、 D、前記液流の密度 を P w、前記冷媒流の前記吐

出部 における吐出圧 を P D とすると、以下の式 （1 ) が成 り立つ こと

を特徴 とする請求項 1 または 2 に記載の蒸気ィンジェクタ。



[ 数 1]

PD + ( m s0 )/A -(m, u / A ,

+ ( 1- ς )·( ρ · 1 /2) - ( ς + ς ) · ( ρ ν · 1 /2) ひ）

[ 請求項 4 ] 前記ス ロー 卜部の内部断面は円形であ り、該内部断面の直径 は 2 m

m 以下であることを特徴 とする請求項 1 〜 3 のいずれか一つに記載の

蒸気ィンジェクタ。

[ 請求項 5 ] 前記内部断面の直径 は 1 m m 以下であることを特徴 とする請求項 4

に記載の蒸気ィンジェクタ。

[ 請求項 6 ] 前記混合部 において、前記液流が導入される領域の断面積 を A w 。

、前記蒸気流が導入される領域の断面積 を A s 0 とすると、 A s 0 A w

。は、 7 以上 3 0 以下であることを特徴 とする請求項 1 〜 5 のいずれ

か一つに記載の蒸気ィンジェクタ。

[ 請求項 7 ] 前記 A s 0 A w 0 は、 1 0 以上 2 0 以下であることを特徴 とする請

求項 6 に記載の蒸気ィンジェクタ。

[ 請求項8] 前記混合部の内部か ら外気に連通するように形成 された ドレイ ン管

をさ らに備 えることを特徴 とする請求項 1 〜 7 のいずれか一つに記載

の蒸気ィンジェクタ。

[ 請求項 9] 前記 ドレイ ン管 には逆止弁が設 け られていることを特徴 とする請求

項 8 に記載の蒸気ィンジェクタ。

[ 請求項 10 ] 前記冷媒は水 または代替 フ ロ ンで あることを特徴 とする請求項 1 〜

9 のいずれか一つに記載の蒸気ィンジェクタ。

[ 請求項 11] 請求項 1 〜 1 0 のいずれか一つに記載の蒸気インジェクタである複

数の単位蒸気ィンジェクタと、

前記各単位蒸気インジェクタの各導入部 に前記冷媒の液流 および蒸

気流のそれぞれを供給するための液流路 ぉよび蒸気流路 と、

を備 えることを特徴 とする蒸気インジェクタ。

[ 請求項 12 ] 当該蒸気インジェクタは、一組の構成部材が接合 して形成 されてお

り、



前記一組の構成部材のそれぞれには、前記導入部、前記混合部、前

記ス 口一 卜部、 および前記デ ィフユ一ザ部 を複数 に分割 した形状の溝

または穴が形成 されてお り、前記導入部、前記混合部、前記ス ロー 卜

部、 および前記デ ィフューザ部 は、前記一組の構成部材 を接合 した と

きに前記溝 または前記穴によって形成 されることを特徴 とする請求項

1 に記載の蒸気インジェクタ。

前記一組の構成部材は、板状であ って、積層 した状態で互いに接合

されてお り、

前記複数の単位蒸気ィンジェクタの うち少な くとも 2 以上が、前記

板状構成部材の主表面 に沿 つて配列 していることを特徴 とする請求項

1 2 に記載の蒸気インジェクタ。

前記板状構成部材の主表面 に沿 って配列 した前記単位蒸気ィンジェ

クタの各前記導入部 を連通する流路が形成 されていることを特徴 とす

る請求項 1 3 に記載の蒸気インジェクタ。

前記一組の構成部材は、板状であ って、積層 した状態で互いに接合

されてお り、

前記複数の単位蒸気ィンジェクタの うち少な くとも 2 以上が、前記

板状構成部材の積層方向に沿 つて配列 していることを特徴 とする請求

項 1 2 〜 1 4 のいずれか一つに記載の蒸気インジェクタ。

前記板状構成部材の積層方向に沿 って配列 した前記単位蒸気ィンジ

ェクタの各前記導入部 を連通する流路が形成 されていることを特徴 と

する請求項 1 5 に記載の蒸気インジェクタ。

前記一組の構成部材は、積層 した状態で互いに接合 されてお り、

前記複数の単位蒸気ィンジェクタは、前記構成部材の積層方向に沿

つて延在 していることを特徴 とする請求項 1 2 に記載の蒸気インジェ

クタ。

前記一組の構成部材は拡散接合 によ り接合 していることを特徴 とす

る請求項 1 1 〜 1 7 のいずれか一つに記載の蒸気インジェクタ。



[ 請求項 19] 冷媒 を圧縮する圧縮器 と、

前記冷媒 を凝縮する凝縮器 と、

前記冷媒 を蒸発 させ る蒸発器 と、

前記冷媒の蒸気流 と、前記冷媒の液流 とが導入され、圧力が高め ら

れた冷媒流 を前記デ ィフューザ部の吐出部か ら吐出する請求項 1 〜 1

8 のいずれか一つに記載の蒸気ィンジェクタと、

を備 えることを特徴 とする ヒ一 卜ポ ンプ装置。
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